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1．はじめに 

 メコン河下流域は，毎年雨季になると洪水氾濫が生

じ，広範囲において浸水する．カンボジアは上下水道

普及率が低く，ほとんどの家庭は井戸や池，川などの

表層水を水源として利用している 1)．そのため，氾濫

時に水系感染症が各地で発生・蔓延する．以上からカ

ンボジアにおける各水源量の把握とそれらが持つ水系

感染症のリスク評価を行う必要性が指摘されている． 

 本研究では，洪水規模と地下水変動の関係を地下水

モデルを用いて考察し，対象領域における地下水利用

時の水系感染症リスク評価を行う． 

2．対象領域およびデータセット 

洪水氾濫および地下水計算モデルにおける計算対象

領域(図 1)はメコン河下流沿いのプノンペンをほぼ中

心とした 140km×110km である．この流域は他のメコ

ン河下流域と同様に熱帯モンスーン気候であり，5 月

～11月が雨季，12月～4月が乾季である． 

データセットには以下を用いた．対象地域の標高に

USGS(アメリカ地質調査所)のGTOPO30を用い，河道

の位置もこのデータから得た．河道の境界条件として

メコン河委員会が編集した水位データ 2)を用いた． 

3．計算手法 

洪水計算には一次元のDynamic waveモデル，氾濫
計算には二次元不定流モデルを用いた．地下水位の変

動は洪水氾濫計算の結果を地表面の水位として，連続

式とダルシー則から求めた．この地下水モデルは飽和

領域の水収支に注目したものであり，不飽和領域につ

いては省略した簡易的なモデルである．この手法によ

って求めた結果は萩原ら 3)によって良好な結果を与え

ることが確かめられている． 
 この手法を用いて，洪水の規模が異なる 3つの年に

おいて洪水氾濫の再現計算を行い，地下水涵養量の空

間分布を求める．用いたのは 1998年（洪水規模：小），

1993年（洪水規模：中），2000年（洪水規模：大）の 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3 つの年の氾濫計算の結果である．地下水涵養量は雨

季の最大水位－乾季の最小水位で求めた． 

4．計算結果 

 図 2に各洪水規模における地下水涵養量の空間分布

を示す．図 2において領域中央の左端において地下水

涵養量が少ない地域(図 2 の左下図中の円内)が確認さ

れた．この地域は標高が高く雨季においても氾濫しな

い．また小河川が流れているため地下水が乾季に流出

するためであると考えられる． 

 地下水涵養量が最も少ない地域における平均生活用

水使用水量は，JICAのカンボジアにおける計画生活用

水使用水量の原単位(100L/日/人)4)とこの地域が属する

カンダル州の人口密度が 304人/km2，プノンペン市が

3441人/km2である5)ので必要な水量はそれぞれ3040m3，

34410 m3となる．1km2当たりの地下水涵養量の最低値

は 40000ｍ3，平均すると 500000ｍ3であった．このこ

とから，対象領域全域において，地下水を生活用水と

して持続的に利用することが可能であると言える． 

5．リスク評価 

 リスク評価には用量反応モデルを用いる．用量反応

モデルは曝露評価と反応評価からなり，反応評価には

以下のベータモデルを用いて評価する． 

 

 

図 1 対象領域(図中点線枠内) 
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ここで P(D)：疾病に感染する確率，D：曝露量，α，

β：抗原の種類で決まるパラメーターである．パラメ

ーターは大腸菌におけるα=0.175，β=161006)を用いた． 

 次に，地下水を利用する際の曝露評価を行うために

対象領域内において実測を行った．実測は乾季の 2006
年1月10～12日と雨季の2006年9月26～28日に合
計 24地点で行われ，大腸菌群，大腸菌共を 10ml定量
試験(MPN最確数法試験)によって測定した．実測から
井戸水中に含まれる大腸菌濃度は平均で

367MPN/100ml，大腸菌群中に含まれる大腸菌の割合

は 8.9％という結果が得られた． 
 WHOは一日に人が最低必要とする飲料水は2Lとし

ている．このことと以上の結果から対象領域中の井戸

水のリスク評価を行った(表 1)．リスクは感染確率で

38.7％となった．飲料水に用いても危険性が低いとさ

れる値が大腸菌群数で 10MPN/100mlである 7)．実測結

果から大腸菌数が 0.89MPN/ml であると仮定した場合

と比較すると，その差は約 57倍となる．これは対象領

域では洪水氾濫により汚染された表流水が広範囲に広

がるため，直接汚染されるか，もしくは十分なろ過効

果が得られないまま地下水源まで浸透してしまうため

であると考えられる． 

 一般的に井戸水は細菌等の汚染は少なく，未処理で

飲用として用いることが出来るとされている．しかし

上の結果より対象領域では感染症のリスクが高く，短

期的には井戸水であっても煮沸を行って飲用するなど

の教育の徹底，長期的には処理施設を持った上水道の

整備などが必要である． 

6．結論 

 本研究より以下の結論が得られた． 

・1km2当たりの地下水涵養量の最低値は 40000ｍ3，平

均すると 500000ｍ3であり，対象領域全域において，

地下水を生活用水として持続的に利用可能である． 

・井戸水利用時は感染確率で許容値の約 57倍となり煮

沸の徹底や上水道整備等の対策が必要である． 

この研究結果から洪水氾濫が持つ地下水資源に対する

正の効果や，上水道整備による衛生向上効果を定量的

に評価することが可能である． 
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 大腸菌数 年間曝露量 感染確率(%) 

対象領域 367 2679100 0.387 

許容値 0.89 6497 0.0067 

対象領域/許容値 412 57.6 
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図 2 地下水涵養量分布図 

(左上：中規模洪水，右上：大規模洪水，左下：小規模洪水) 
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表 1 大腸菌による感染リスクの計算結果と許容値の比較 

地下水位差 
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